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＜本日の主な内容＞

１ 電波利用の拡大

２ 電波が人体へ与える影響の防止について
① 「電波防護指針」の概要
② 電波の安全性に関する研究と国際動向

３ 電波が医療機器等へ与える影響の防止について
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１ 電波利用の拡大



3電波利用の進展

⚫ 1950年代は、公共分野におけるVHF帯等の低い周波数帯の利用が中心。

⚫ 1985年の電気通信業務の民間開放をきっかけとして、移動通信分野を中心に電波利用
ニーズが急速に拡大。

⚫ 現在、携帯電話・BWAの契約数は、約2億2,200万 (2024年3月末) であり、
日本の人口1億2,400万人（2024年3月）を上回る。

⚫ これに加え、多くの免許不要局（無線LAN、特定小電力無線局、発射する電波が著しく微
弱な無線局等）が開設され、様々な電波利用が拡大。

移動局 約3億1,811万局

固定局 約9.3万局
放送局 約1.6万局

5,118局 約3億5,703万局

その他 約342万局
 

人工衛星局 

地球局 

地球局 

地球局 

衛星通信

防災通信消防署等

地方公共団体等 

 

海上通信

放送

無線ＬＡＮ携帯電話固定マイクロ回線

約381万局

移動局 約107万局

固定局 約3.8万局
放送局 約2.4万局

その他 約268万局

令和６年(2024)12月末昭和60年(1985年)昭和25年(1950年)

例：4K/8Kなど高精細映
像も超高速に伝送

移動局4,195局
固定局552局
放送局80局
その他291局



4電波は社会・経済活動を支える基盤

放送
素材、
番組
中継
（各種）

電子レンジ等
（2.4GHz）

携帯電話
（700、800、900MHz、
1.5、1.7、2、2.3、2.5、

3.5、3.7、4.5、
28GHz）

警察無線
（各種）

航空関係
（VHF、UHF他）

衛星通信、
衛星放送(BS/CS)
（マイクロ波他）

Wi-Fi
（2.4, 5, 6GHz）

ラジオ
（長波、中波、短波他）

業務用無線
（VHF他）

消防救急
（各種）

地上波デジタルTV
（UHF）

電波天文
（マイクロ波、
ミリ波他）

自衛隊
（各種）

船舶無線
（VHF他）

衝突防止レーダ（70GHz他）

ETC
（5.8GHz）

GPS
（UHF）

医療用機器
（各種）

電波時計
（長波）

気象レーダー
（5, 9GHz他）

鉄道無線
（各種） 非接触ICカード

（中波）

◼ 電波は、国民生活の利便性向上や安心・安全の確保などの多様な分野で利用される社会経済活動
の重要基盤。

◼ 携帯電話や放送だけではなく、Wi-Fi、非接触ICカードやETC等、多くの電波利用機器が国民生活に
浸透。今後も、ワイヤレス電力伝送など、新たな機器の普及が見込まれている。



5第５世代移動通信システム（５Ｇ）とは

膨大な数の
センサー・端末

スマートメータ―

カメラ

2G 3G LTE/4G

低遅延

同時接続

移動体無線技術の
高速・大容量化路線

超高速
最高伝送速度 10Gbps

多数同時接続
100万台/km²の
接続機器数

超低遅延
1ミリ秒程度の遅延

⇒２時間の映画を３秒でダウンロード（LTEは5分）

⇒ロボット等の精緻な操作（LTEの10倍の精度）をリアルタ
イム通信で実現

⇒自宅部屋内の約100個の端末・センサーがネットに接続
（LTEではスマホ、PCなど数個）

5Gは、AI/IoT時代のICT基盤

1993年 2001年 2010年

5G
2020年

ロボットを遠隔制御



6電波利用の拡大と電波の安全性

電波の安全性の確保の必要性

電波利用の普及・高度化に伴う
電波が「人体」や「医療機器等」に与える影響に対する懸念

電波発射源
医療機器等に与える影響の

防止
人体に与える影響の防止
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２ 電波が人体へ与える影響の

防止について

① 「電波防護指針」の概要



8電磁波の分類と生体作用

生
体
作
用

※多量に浴びると、細胞の遺伝子が損
傷し、がん等の原因となり得ることが知ら
れている。

熱作用

人体に吸収された電波のエネルギーが熱とな
り、全身又は局所の体温を上昇させる作用。

電波によって体内に生じた誘導電流

により、人体に刺激を感じさせる作用。

刺激作用 電離作用※

100kHz 10MHz

物質を構成する原子に

電離作用※を及ぼす電磁波

電離放射線

電 磁 波

物質を構成する原子や分子を電離させることができない電磁波（非電離放射線）

電波法の対象となる「電波」 （3THz以下）

５Gシステム

（準ミリ波帯）



9電波の人体に対する安全性の基準・規制

電波法に基づく国内規制

60年以上にわたる国内外での研究の結果、
電波が人体に及ぼす影響として科学的証拠が得られているのは

刺激作用 と 熱作用

電波防護指針

◼ 我が国における電波の人体に対する安全性の基準を示した指針

◼ 科学的に確立された証拠（刺激作用、熱作用）を根拠としている

◼ 十分な安全率を考慮し、電波の管理状況に応じた指針値を設けている

◼ 国際的なガイドラインにも準拠

◼ 携帯電話基地局や放送局における安全施設の設置を義務づけ

◼ 人体の近くで使用する携帯電話端末等の電波の許容値を強制規格化

これまでの研究において、安全基準を下回るレベルの電波で健康に悪影響を与える
確立した証拠は出ていない。

※電波防護指針においては、10kHzから300GHzまでの周波数帯を対象としている。



10電波防護指針の考え方（十分な安全率の確保）

※SAR（比吸収率）とは生体が電磁界にさらされることで単位質量の
組織に吸収される電力のこと

生体影響を及ぼす電波の強さの閾値

管理環境（電波を職業的に扱う環境）

一般環境（日常の生活環境）

５倍の安全率

生体内部の物理量は直接測定できない

～10倍の安全率

電波が全身に均一的に暴露される場合

電磁界強度指針
身体の局所に集中して吸収される場合

局所吸収指針

管理指針 基礎指針を満たすための測定できる物理量を示したもの

基地局、放送局等に適用 携帯電話端末等に適用

基礎指針 電波の生体作用を考慮した人体の安全性評価の基準となるもの

深部体温１℃上昇を防止
(全身平均ＳＡＲ 4W/kg)

胴部では５℃、
頭部では２℃の上昇を防止
（局所ＳＡＲ 20W/kg）

全身ばく露 局所ばく露
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電波の強度に対する安全施設の設置

電波の強さが基準値を超える場所に一般の人々が
容易に出入りできないよう、安全施設の設置を義務付け。

【電波法第30条】
【電波法施行規則第21条の４】

安全施設

周波数
F

電界強度の実効値
E（V/m)

磁界強度の実効値
H (A/m)

電力密度
S(mW/cm2)

100kHz - 3MHz
3MHz - 30MHz

30MHz - 300MHz
300MHz - 1.5GHz
1.5GHz - 300GHz

275
824f-1

27.5
1.585f1/2

61.4

2.18f-1

2.18f-1

0.0728
f1/2/237.8

0.163

0.2
f/1500

1

【一般環境の電磁界強度の指針値】

※fはMHzを単位とする周波数

安全施設安全施設

周波数
F

電界強度の実効値
E（V/m)

磁界強度の実効値
H (A/m)

磁束密度の実効値
（Ｔ）

10kHz-10MHz 83 21 2.7×10-5

（６分間平均値）

（時間平均を行わない瞬時の値）

電波法による規制①
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人体の近くで使用される携帯電話端末等から、
人体にばく露される電波の許容値を強制規格として規定。 【無線設備規則第14条の２】

900MHz 1.5GHz

SARの値 高い 低い

頭部横断面のＳＡＲ分布

人体の側頭部以外の部位に近づけて使用する

無線設備に対してもＳＡＲ許容値を適用

（平成26年４月～）

６ＧＨｚ以上の周波数帯に対応するため、入射電力密度の許容値を導入（令和元年５月）
さらに、人体への影響を更に精密に近似する指標である吸収電力密度（6～10GHz）の許容値
を導入（令和７年２月）

５G

※人体側頭部で吸収される電力の比吸収率
（SAR：Specific Absorption Rate）

側頭部で使用する無線設備について比吸収率

（ＳＡＲ）※の許容値を規定

人体にばく露される電波の許容値

100kHz～6GHzの周波数帯

電波法による規制②

6GHz～300GHzの周波数帯



人体の近くで使用する機器からの電波の許容値 13

６GHz-300GHzまでの周波数帯の場合

周波数帯 100kHz～６GHz ６GHz～300GHz

６GHz～10GHz

許容値
【一般環境】

比吸収率（ＳＡＲ）

※生体組織１０ｇが電磁界に照射さ
れるときの、単位質量当りの吸収電
力 （６分間平均）

吸収電力密度（ＡPD）

※体表面を通過して人体内に吸収さ
れる電力を体表面における単位面積
で平均化したもの（６分間平均）

入射電力密度（IPD）

※体表面に入射する電力を、単位面
積で平均化したもの （６分間平均）

10g 当たり 2W/kg
（四肢は4W/kg）

4cm2当り 2mW/cm2以下
4cm2当り 2mW/cm2以下

1cm2当り 2mW/cm2以下

30GHz – 300GHzの周波数帯

6GHz – 30GHzの周波数帯

○ ５Ｇ（第5世代移動通信システム）では、6GHzを超える高い周波数が使用される

○ 6GHzを超える高い周波数帯では、電波の波長が短くなる（波長は周波数に反比例）ことから、
体表面に電波が集中する場合の熱作用を考慮し、許容値を規定。

反射

透過・吸収
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２ 電波が人体へ与える影響の

防止について

② 電波の安全性に関する研究と

国際動向



電波の安全性に関する研究 15

◆ 総務省では、無線局から発射される電波について、電波防護指針の妥当性の確認・適正化や、電波が与える影
響の評価技術の確立・標準化を行うため、電波が人体に与える影響に関する研究を実施。

◆ 5Gやワイヤレス電力伝送（WPT）等の先進的なシステムの電波が人体へ与える影響について、疫学調査や細
胞・動物実験等様々なアプローチにより実施。

電波ばく露によ
る動物や細胞へ
の影響の有無を
調査

疾病者と健康な
人の電波を発す
る機器の利用状
況等を調査し、
疾病の発症リスク
を調査

❑疫学調査

❑測定・解析システム開発

❑細胞・動物実験

5G端末用電力
密度計測システ
ムの開発

❑電磁界ばく露レベルの調査

身の回りの電磁界ばく露レベルにつ
いてモニタリングデータを取得し、デー
タに基づいた疫学調査等を実施。

数値人体モデル等
を用いたシミュレーシ
ョン技術の開発

複雑な電波環境における電波の安全性を確保するため、
5GやWPT等の先進的なシステムの電波が人体へ与える影響に関
する研究や周波数横断的な電磁界ばく露レベルモニタリング調査等
に重点的に取り組む。

テレビ

携帯
電話

電子
レンジ

多様な無線システムの普及

IoT

５G WPT

主に高周波を利用
（10MHz-6GHz）

利用する周波数帯の拡大

中間周波（10kHzｰ10MHz）・
超高周波（6GHz-3THz）へ利
用が拡大

※ 「生体電磁環境に関する研究戦略検討会」第一次報告書（平成30年
６月）を基に作成

生体電磁環境研究の例

これまでの総務省委託研究（総務省電波利用ホームページ）：
https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/seitai/protect/index.htm



電波の安全性に関する国際機関 16

⚫ IEEEのSA（標準化委員会）の下で、電波防護標準を策定

⚫ 独ミュンヘンに本部を置く非営利法人
⚫ WHOと公式に連携、欧州委員会と連携
⚫ 電波防護のための国際的ガイドラインを作成

ＩＣＮＩＲＰ
(国際非電離放射線防護委員会)

総務省
⚫ 国連の専門機関（本部：ジュネーブ）
⚫ 電波の人体への影響に関して
✓ 各国の研究成果を収集
✓ 総合的な健康リスク評価を実施
✓ 最新の見解をファクトシートとして公表

ＷＨＯ（世界保健機関）

ＩＥＥＥ／ＩＣＥＳ
(米国電気電子学会／電磁界安全国際委員会)

大学

企業

研究機関

関係省庁
等

研究推進

評価・検証

国内指針策定

国内制度化

寄与

情報共有

同等性
確保

⚫ WHOの下部組織
⚫ 電磁波を含む様々な物質に対する発がん性を評価

IARC（国際がん研究機関）



17

３ 電波が医療機器等へ与える
影響の防止について



電波が医療機器等に与える影響 18

◼ 各種電波利用機器から発射される電波が原因で、医療機器の電気信号等に干渉を起こし、誤作動を
起こすことがある。特に、ペースメーカー等の植込み型医療機器については、目視で機器の確認ができ
ず、人が密集する電車内等において特に注意が必要となる。

◼  総務省では、携帯電話等からの電波が植込み型医療機器等に及ぼす影響について、「各種電波利用
機器の電波が植込み型医療機器等へ及ぼす影響を防止するための指針」を平成17年に策定。携帯電
話端末の植込み型医療機器との推奨離隔距離を22cmとしていたが、平成25年、第２世代携帯電話
のサービスの終了を受け、15cmと変更した。

◼ また、近年、在宅環境で人工呼吸器等を使用した高度な医療行為を受ける患者数が増加しており、在
宅医療機器は携帯電話端末等の電波発射源と不用意に接近することも想定されることから、その影響
についても正確に把握する必要があるため、継続的な調査を実施している。



各種電波利用機器の電波が植込み型医療機器へ及ぼす影響を
防止するための指針（一部抜粋）

19

携帯電話端末

携帯電話

１５cm以上
離す

○植込み型医療機器の装着者は・・・
装着部位から１５ｃｍ程度以上離す

ワイヤレスカードシステム
（非接触ICカード）

電子商品監視（EAS）機器
（万引き防止装置など）

○携帯電話端末の所持者は・・・
離隔距離が１５ｃｍ程度以下にな
ることがないように注意
１５ｃｍ程度の離隔距離が確保で
きないおそれがある場合には、電波を
発射しない状態に切り替えるなどの対
処をすることが望ましい

１2cm以上離す

立ち止まらない
中央を

まっすぐ通過



（参考）電波の植込み型医療機器等への影響調査の結果 20

これまでの電波の医療機器等への影響の調査（総務省電波利用ホームページ）：https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/seitai/chis/index.htm

◼ 総務省では、各種の電波利用機器から発射される電波が植込み型医療機器や在宅医療で使用される
医療機器等へ及ぼす影響について調査を実施。

◼携帯電話端末からの電波による影響に関して、植込み型医療機器については４G以降の電波方式では
影響が確認されていない。一方、在宅医療機器、院内医療機器については一部機種において影響が確
認されている（なお、影響の発生距離は推奨離隔距離よりも短い※）状況。

※ 例えば、令和６年度の調査で、携帯電話端末からの電波によって、急性腎障害等で使用される多用途血液処理用装

置では、端末から12cmの距離で影響が発生（電波によって異音が発生する軽微な影響、電波発射源を遠ざけることで

影響はなくなる可逆的な不具合状態）。

植え込み型医療機器への影響調査のイメージ



ご静聴ありがとうございました

総務省 電波利用ホームページ（電波の安全性について）：
https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/index.htm

電波の安全性に関する相談窓口：０５７０－０２１－０２１
【受付時間：月曜日から金曜日 10:00～12:00、13:00～17:00（祝日、年末年始（12月29
日から1月3日）は除く）】
注１：NTTドコモビジネス株式会社が定める通話料がかかります。電話会社の通話料

割引サービスや、携帯電話の料金定額プランの無料通信は適用されませんのでご注
意ください。

注２：一部のIP電話では、利用できない場合があります。
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